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令和２年度予算について 

 

１．予算編成の概要 

令和 2 年度予算は、令和 2 年 2 月 19 日(水)の理事会において事前審議の後、2 月 26 日(水)の評議員会

に諮問し、3月11日(水)の理事会で承認されております。 

 今般の大学を取り巻く環境は、18歳人口の減少や大学定員管理の厳格化等により、一層厳しさを増して

おります。また、スポーツ及び健康に関する学部・学科の相次ぐ開設により体育系大学の入学者獲得競争

が激化してきたこと並びに女性の高学歴化に伴う4年制大学への志向が強まってきたこととの関係で、短期

大学の入学志願者の減少など、財務基盤の安定確保には厳しい状況といえます。こうした状況の中で本学

園は中期財務計画に基づき、学費改定や保育士養成課程設置などで学生確保に努め、収入の安定化に向け

て取り組んでいます。一方、支出面では、短期大学の認証評価受審経費等、また施設設備関係支出として

複合体育館建設費の中間払いや、電気設備の入替工事のほか緊急性を要するものから随時執行できるよう

予算配分し教育環境の改善・充実に配慮しています。 

建学の精神に基づく教育・研究を推進して行くためには財政基盤の強化が必要である考えのもと、一定

額以上の黒字を確保する予算を編成しています。 

（1）学生数：大学 1,469名（前年比26名減）、短期大学 212名（前年比15名減） 

合計 1,681名（前年比41名減） 

（2）教育研究経費・管理経費：既存事業を見直し、新規事業が展開できるよう配分。短期大学の認証評価

受審経費、オリンピック･パラリンピック関係の講座や選手への激励等。学生相談体制充実のため、

24時間電話相談サービス導入します。 

（3）奨学金：前年度に引き続き経済支援、学業やスポーツ優秀者の支援、スカラシップ制度、及び国際

大会参加者の激励や報奨など多彩な奨学制度。 

（4）キャンパス計画・施設設備 

① 複合体育館建設費に係る中間払い 

② その他施設設備関係の整備について緊急性を要するものから随時実施 

③ 劣化度診断による建物長寿命化安全対策実施 

 

Ⅱ 資金収支予算について 

表１の『資金収支予算書』は､当該会計年度における学校法人全体の諸活動の計画に係る資金の収入と 

支出を科目別に明らかにし､支払資金の収入と支出の顛末を表すものです。 

当該会計年度はもとより､前年度あるいは次年度以降の諸活動に関する資金を含め、計算上実際の入出

金が当該期間内に生じなくても計上し、資金収入調整勘定(前受金・未収金)や資金支出調整勘定(前払金・

未払金)で相殺するようになっています。 

 

【資金収支予算の主な科目説明】 

(1) 収入科目の説明 

① 学生生徒等納付金収入･･･授業料、入学金、施設設備資金、及び実験実習料の収入 

 ② 手数料収入･･･入学検定料、試験料、及び証明書手数料等の収入 

 ③ 寄付金収入･･･特別寄付金(使途指定)、一般寄付金、法人や個人からの寄付金収入 
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 ④ 補助金収入･･･国や地方公共団体からの補助金収入 

 ⑤ 資産売却収入･･･施設・設備、有価証券等の売却による収入（有価証券の早期償還を含む) 

⑥ 付随事業・収益事業収入･･･補助活動事業(寮舎収入)、公開講座、受託事業、及び収益事業から

の繰入収入（活動区分収支では付随事業と収益事業収入は区分経理される） 

 ⑦ 受取利息・配当金収入･･･特定資産の運用利息及び有価証券や預金の利息収入 

 ⑧ 雑収入･･･私立大学退職金財団交付金、施設設備利用料、及び科学研究費間接経費収入等の収入 

 ⑨ 前受金収入･･･翌年度入学者の学生生徒等納付金収入や入寮予定者の寮舎費収入 

  ⑩ その他収入･･･特定資産の取崩収入及び前年度の未収入金等の収入 

(2) 支出科目の説明 

  ① 人件費支出･･･教員人件費、職員人件費、役員報酬、及び退職金の支出 

  ② 教育研究経費支出･･･教育研究活動を使途目的とする費用支出 

（消耗品費・光熱水費・旅費交通費・奨学費・修繕費・業務委託費など） 

③ 管理経費支出･･･理事会・評議員会及び法人部門に係る業務のために要する費用、教職員の福利

厚生費、学生募集経費、及び補助活動事業に要する費用支出 

  ④ 施設関係支出･･･土地・建物・構築物の取得に要する支出及び付属する電気・給排水等の設備のた

めの支出（建設仮勘定支出を含む） 

⑤ 設備関係支出･･･教育研究用機器備品、管理用機器備品、及び図書などを取得するための支出  

⑥ 資産運用支出･･･有価証券の購入及び特定資産へ繰入れるための支出 

  

【令和2年度 資金収支予算】 

収入の部は学生生徒等納付金収入､手数料収入､寄付金収入、補助金収入等の収入のほか前受金収入等を

含め 50 億 6,370 万円です。一方、支出の部は教職員の人件費、教育研究活動、及び法人の運営に必要な

諸経費のほか施設設備関係支出を含め59億4,537万円です。 

結果、資金収支は8億8,167万円の支出超過となり、前年度繰越支払資金と合わせた翌年度繰越支払資

金は14億6,135万円の見込みです。 

 

Ⅱ 事業活動収支予算について 

表２の『事業活動収支予算書』は､当該会計年度における学校法人全体の諸活動の計画に係る収支の均

衡状況とその内容を明らかにし､学校法人の経営状況が健全に維持されているかどうかを示すものです。 

経常的な「教育活動収支」と「教育活動外収支」、臨時的な「特別収支」の 3 つの活動区分ごとに収支

差額を表示しています。 

【事業活動収支予算書固有の主な科目説明】 

① 基本金組入額･･･学校法人がその諸活動の計画に基づき継続的に保持していくために必要な資産

の取得に充てた資金の組入額 

第1号基本金･･･校地、校舎、備品、図書等の固定資産の取得価額 

第2号基本金･･･将来固定資産を取得する目的で積立てた預金等の資産の額 

第3号基本金･･･奨学費等の基金として保持し運用する金銭等の資産の額 

第4号基本金･･･恒常的に保持すべき資産の額 

② 減価償却額･･･減価償却資産の取得額から毎年経費として当該会計年度に配分している額 

③ 徴収不能額等･･･金銭債権が徴収不能になった場合や徴収不能引当金を計上した場合の額 
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【令和2年度 事業活動収支予算】 

教育活動収支は7,150万円の支出超過、教育活動外収支は1億2,154万円の収入超過となり、教育活動

収支と教育活動外収支を合わせた経常費収支差額は5,003万円の収入超過です。 

特別収支及び予備費を加えた基本金組入前当年度収支差額は4,113万円の収入超過の見込みです。 

また、基本金組入額は23億321万円を見込んでいます。 

結果、令和 2 年度収支差額は 22 億 6,207 万円の支出超過となり、累積の翌年度繰越収支差額は 14 億

2,774万円の支出超過の見込みです。 
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表１ 
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表２ 

 




